	「貯筋」トレーニング教室 業務委託 受託事業者応募書類


「貯筋」トレーニング教室業務委託の受託を希望する法人は、次の応募書類・その他必要書類を作成のうえ穴をあけてＡ４フラットファイル等に綴り、項目ごとにインデックスを貼り、提出期限までに提出してください。

提出する際は、提出方法・提出日時及び担当者を大阪市福祉局高齢者施策部地域包括ケア推進課（電話06-6208-9957）へご連絡ください。
応募様式
様式１－１
応募書（共同事業体の場合は様式１－２）
様式２　
誓約書
様式３　

使用印鑑届

様式４　

事業実施計画書①（教室プログラム内容等）
様式５　

事業実施計画書②（事業の実施管理体制）

様式６

活動の実績

　※各様式に記載できない場合に限り、別紙資料による提出も可能とする。
　※記載内容が様式内に収まらない場合、行追加、記載箇所の枠を広げる等、適宜修正のうえ使用する
こと。
　※同一法人が、複数の場所で実施する場合は、様式４を実施場所単位で作成し、提出すること。

　※共同事業体の場合、様式１～３に加え、共同事業体結成にかかる協定書又はこれに相当する書類（任意様式）を提出すること。
　※共同事業体の場合、様式１～３について、全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
その他必要書類　以下の資料１から５については、写しによる提出も可とする。
資料１
法人の定款　

資料２
登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

資料３
印鑑証明書

資料４
・法人税・消費税及び地方消費税に未納がない証明書（税務署発行、その３の３納税証明書）


・法人市民税・固定資産税の納税証明書（市税事務所発行）


※それぞれ本事業応募時点から直近の年度に発行されたものであること。非課税等の理由で証明書が提出できない場合は、その旨を記載した「理由書」（様式任意）を提出すること。
　資料５
直近１か年の貸借対照表及び損益計算書
　※共同事業体の場合、資料１～５について、全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
※資料２～４について、令和７・８・９年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略可とする。
・提出書類一覧
	
	書類の名称等
	様式

	応
募
様
式
	①応募書
・様式１－１(共同事業体の場合は様式１－２)に必要事項を記入すること。
	様式１－１
又は
様式１－２

	
	②共同事業体結成にかかる協定書又はこれに相当する書類

・共同事業体での申請のみ。共同事業体の構成員、代表者、役割分担及び責任の割合等、組織運営に関する事項等を記載したものであること。
	任意様式

	
	③誓約書
・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
	様式２

	
	④使用印鑑届
・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
・令和７・８・９年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略可
	様式３

	
	⑤事業実施計画書①（教室プログラム内容等）
・同一法人が、複数の場所で実施する場合は、様式４を実施場所単位で作成し、提出すること。
	様式４

	
	⑥事業実施計画書②（実施管理体制等）
	様式５

	
	⑦活動の実績
	様式６

	そ
の
他
必
要
書
類
	資料１
法人の定款
　・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
	任意様式

	
	資料２
登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
　・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
・令和７・８・９年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略可
	証明書写し

	
	資料３
印鑑証明書
　・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
　・令和７・８・９年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略可
	証明書写し

	
	資料４
法人税・消費税及び地方消費税に未納がない証明書（税務署発行、その３の３納税証明書）
・直近の年度に発行されたものであること。非課税等の理由で証明書が提出できない場合は、その旨を記載した「理由書」（任意様式）を提出すること。
・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
・令和７・８・９年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略可
	証明書写し

	
	資料４　法人市民税・固定資産税の納税証明書（市税事務所発行）
・直近の年度に発行されたものであること。非課税等の理由で証明書が提出できない場合は、その旨を記載した「理由書」（任意様式）を提出すること。
　・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
・令和７・８・９年度大阪市入札参加有資格者名簿に登録のある者については省略可
	証明書写し

	
	資料５
直近１か年分の貸借対照表及び損益計算書
　・共同事業体の場合は全ての構成員個別の法人ごとに提出すること。
	任意様式


様式１－１
応募書

令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様

（申請者）

所在地：
法人名：

代表者氏名：

令和８年度「貯筋」トレーニング教室業務委託の受託について、別紙の書類を添付して応募します。

	担当者氏名及び連絡先
	担当部署名



	
	担当者氏名



	
	電話番号



	
	Fax番号



	
	E-Mail



様式１－２
応募書

令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様

申請団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（共同事業体名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者）所在地：　
法人名：

代表者氏名：
（構成員）所在地：
法人名：

代表者氏名：
（構成員）所在地：
法人名：

代表者氏名：

令和８年度「貯筋」トレーニング教室業務委託の受託について、別紙の書類を添付して応募します。
	担当者氏名及び連絡先
	担当部署名



	
	担当者氏名



	
	電話番号



	
	Fax番号



	
	E-Mail



様式２
令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様

（申請者）

所在地：

法人名：

代表者氏名：

誓約書

誓約事項
当法人は、貴市における「貯筋」トレーニング教室の応募にあたり、次の事項を誓約します。
なお、いずれかに該当しないこととなった場合には、直ちにその旨を届けます。

また、本件に関して調査が必要となった場合には、大阪市が求める必要な情報又は資料を遅滞なく提出するとともに、その調査に協力し、調査の結果、該当することが判明した場合には、速やかに契約解除手続きを行います。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（２） 法人税、消費税及び地方消費税、市町村民税及び固定資産税を完納していること。

（３）大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。

（４）大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
（５）募集要項等を十分理解し、募集要項に記載されている内容の全てを遵守すること。

以上すべての事項に相違ありません。

また、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱による停止措置を受けた場合は、同要綱に基づく公表がされることに同意します。
様式３
使 用 印 鑑 届

	
	
	


実　　印　　　　　　　　　　　　　使　用　印

※使用印は役職名又は氏名等が表示されたものに限ります。

契約の締結、変更及び解除その他契約事務一切に関し上記印鑑を使用します。
令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様
所在地
法人名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式４
	事業実施計画書① (教室プログラム内容等)

	
募集要項の内容を踏まえ、事業実施内容の計画について記載してください。　



	ア 事業実施予定場所について

	(ⅰ) 実施場所の住所
〒　　　－

所在地：




電話番号：（　　　）　　　－

(ⅱ) 交通条件（該当するものに○をつけ、
ＪＲ　　　地下鉄　　　　（　　　　　　駅から徒歩　　　分　）

市営バス　　 宮交バス　　　（　　　　　　　　　　停留所から徒歩　　　分　）

その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(ⅲ) 実施場所の概要
・ 面積　　　　　　　　㎡
・　独立か共有か（該当するものに○）　　　独立　・　共有（パーテーションによる仕切りを含む）
　　　※共有の場合、共有する場所とその理由　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・　使用時の留意点（例：入館に際し登録が必要、など）

　　　
(ⅳ) 実施場所の見取り図

　※別途任意様式でも可
　※①実施予定場所（施設）の所在地地図、②全体平面図、③写真（建物全景及び実施場所全体が確認できるもの）
を添付すること。


	イ 教室・プログラム内容

	※実施する教室の内容について、利用定員、時間経過や具体的なトレーニング内容 など実施予定の教室・プログラム内容について記載してください。
※プログラム内容については、厚生労働省が示している「介護予防マニュアル（第４版）【令和４年３月】」の「運動器の機能向上マニュアル」に沿ったものとしてください。


	ウ　契約期間内における教室実施計画、参加者募集方法及び参加申込受付について

	(ⅰ) 実施教室数（予定）　　　　　　　　　　　教室
(ⅱ) 実施する教室の開催日程及び参加者募集の方法・スケジュール
(ⅳ) 参加申込が利用定員を超過した場合の取扱い


	エ　効果測定の実施について

	※実施する測定項目について記載してください。



	オ　プログラム実施に必要となる物品について

	※プログラム参加するにあたり、参加者自身が準備・購入する物品がある場合、実費負担額見込も含め記載してください。




様式５
	事業計画書② （事業の実施管理体制等）

	
「貯筋」トレーニング教室業務委託にかかる業務の実施体制について、教室管理者の資格や従事者数など、具体的な計画を記載してください。

	ア 従事予定人数等

	（ⅰ） 教室管理者の予定人数

　　　資格の種別：　　　　　　　　　　　
　　人

　　　　※資格の種別ごとに記載してください。
　　　　※資格を有する証明書（写し）を必ず添付すること。
　　　　※同一法人が、複数の場所で実施する場合で、従事場所等が異なるときは、資格を有する証明書（写し）に従事場所等を記載してください。

（ⅱ） その他の職員の配置予定数（上記（ⅰ）のほか、本事業に従事する予定の職員数）

　　　指導員　　　　　　
　　人

　　　その他（事務職員など）
　　人

　　　　
合計（ⅰとⅱの計）　



　　人

常勤・非常勤
専任・兼任
勤務時間
週当たりの
勤務時間
職種・資格 等

：　　　

～　　　：
時間
イ 業務管理責任者及び管理体制等
（ⅰ） 業務管理責任者（上記「ア 従事予定人数等」の内数としてください）

	（ⅱ） 業務管理体制

次の各項目のうち、該当する項目すべてに☑を入れてください。

□ 本事業の利用申込みに係る対応・調整について円滑に行う体制を確保できる

（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 教室実施にあたり要望・苦情等への対応、改善等の情報共有を行うことができる

（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 業務内容を適切に管理し、確実に報告することができる

（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 予定していた指導員が従事できない等で欠員となる場合、同資格・職種の代理を配置し、安定的な教室実施体制を確保できる。
（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




様式６
	活動の実績
※高齢者を対象に含む運動プログラムの提供実績について、具体的に記載してください。


	


受付番号











受付番号














